



CASE OF AKSOY v. TURKEY (Judgment of 18 December 1996) 
-A Study on the Case-law of the European Court of Human Rights (Interpretation)-
Kaoru Horie
〔訳者はしがき〕
　当該事件判決は、訳者の主要な研究テーマで
あるヨーロッパ人権条約ならびにヨーロッパ人
権裁判所判例との関連から、研究の基礎として
訳出したものである。当該事件判決は、活動を
開始してから40年問弱経過したヨーロッパ人権
裁判所が、はじめて拷問の慣行を認定した事例
として重要な意義を有するものであり、専修大
学社会科学研究所欧州入権裁判所研究会での訳
者による2002年11月30日の報告の主要部分の一
つを構成するものである。その報告の詳細は後
日別稿で公表することを予定しているが、そこ
でも紙数の関係によりこの事件の全体を記すこ
とは困難であるため、ここに手続き部分を除く
判決全文の翻訳を掲載するものである。なお、
判決は、R．A．Lawson　and　H，G．Schermers（ed．｝，
Leading　Cases　bf　the　European　Court　of
Human　Rights（Second　Edition），　Ars　Aequi
Libri，　Nijmegen、1999，　pp．654670．から引用し
たが、ヨーロッパ審議会〈http：〃www．coe．int／〉
またはヨーロッパ人権裁判所〈http：〃www．
echr．coe．int／〉での判例検索HUDOC（http：／／
hudoc．echr．coe．int／hudoc）において申し立て
番号（ApPlication　No．21987／93）を入力するこ
とによっても入手可能である。
〔鶴　訳〕　　　　　　　　　　一
アクソイ事件判決
　　（まず書記局による要約を掲載しておく）
　警察による身柄の拘束　一拷問一行政上の
慣行一深刻なヨーロッパ入権条約違反一外界
との連絡を絶たれた拘禁一一緊急事態一調査取
り調べの義務一国内的救済を尽くす原則一
ヨーロッパ人権条約第3条、第5条第3項x簗
、13条、第15条、第25条、ならびに第26条
　アクソイ氏はsトルコの治安警察によって逮
捕された。彼は、釈放されるまでに、極度に苛
酷な形態の虐待を被ったと主張した。トル7当
局は、こうした主張を否定した。また、アクソ
イ氏は、人権条約第5条第3項に反して、裁調
官の面前に連れてこられることなく、14日聞以
上拘禁されていたと主張した。トルコ当局は、
人権条約第15条に基づいて緊急事態下での諸措
置をとっていたので、人権条約第5条の遵守義
務を免脱したのであると反論した。さら垂こ、一一ア
クソイ氏は、自分への虐待に責任を有する入々
を相手方として訴訟を提起するための実効的な
機会を有 なかったとY第3の主張を行った。
トルコ当局は、諸々の国内酌救済が実際に利用
可能であったのであり、アクソイ馬の申し立て
は国内的救済を尽くす義務を怠っていたこ．とに
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より不受理とされるべきであると主張した。ア
クソイ氏は、ストラスブールに訴えを付託した
後、殺寝された。彼の親族は、当局を雰難し、
人権条約第25条も他の入権条約違反と同様に侵
害されたと主張した。（ここまで要約）
ti　llf－geこ　　v’”
1　巫1・の一；専IM一
1．申立入に関して
7．申立人ゼキ・アクソイ氏は、トルコ国籍の
市民であり、問題となっている事件が起きた当
時は、トルコ南東部のキジルテペのマルデイン
に唐住し、金属細工職人として働いていた。彼
は、1963年に生まれ、1994年4月16日に射殺さ
れた。それ以後は、彼の父が、訴訟の続行を希
望すると表明した。
2．トルコ南東部における闘争に関して
8．1985年頃から、トルコ南東部において、ク
ルド人居住地域の自治を求めるクルド入党派、
とりわけPKK（クルド労働者党）のメンバー
と、トルコの治安警察との問で、激しい開争が
生じた。トルコ政麿によれば、この翻争で、
4036入の一般市民と、3884人の治安警察職員の
生命が奪われ．たe
9．人権戴判所が本件の審理を行っている当時
は、トJレコ南東部のllの地域のうち10の地域が、
19呂7年以来、緊急事態下での統治に服していた。
3．申立入の拘禁に関して
lO．本件の事実には、争いがある。
1L申立入によれば、彼は、1992年11月24日の
午後11時から翌日集前O時の悶に、身梱を拘束
された。約2⑪入の警察窟が、警察による脅柄拘
束を受けた状態のメティンと呼ばれる者に連れ
ら耽て、被の家にやrpてきて、そのメティンと
呼ば轟ていた者だi被をPKKのメンバーだと
奏元i確諺したGしかし、後に，串立人寮身は、
警察に討もて、慮楚はメティンと呼ばれていた
者をまったく知らないと述べたのである。
ユ2．政府は、申立人が、PKKのキジルテペ支
部の一員であわ、PI〈Kの小冊子を配布し、
pi〈Kのテロリストたちを支援しかつ教唆扇動
したとの嫌疑により、他の13名の者とともに、
1992年11月26日の午前8時半頃に、逮捕され、
身柄を拘束されたとの意見付託をを行った。
13．串立人は、彼がキジルテペ治安警察本部に
連行されたと述べた。一晩の後、彼は、マルデ
ィン反テロリスト警察本部に移送された。
　申立人の主張によれば、彼は、毛布は一放あ
るが、枕が一つもないベッドが一つ遣かれた、
縦横が約1．5m×3mの部屋にs他の2名とと
もに拘禁された。そして、1Hに2回の食事を
与えられた。
14．彼は、（彼の身元確認を行った男である）
メティンを知っているか否かについて取り調べ
を受けた。彼の主張によれば、彼は、“たとえ、
今、お前がメティンのことを知らなくでも、拷
問を受ければ、お前はメティンを知っているζ
言うようになるだろうL”と言われたのであった。
　申立入によれば、拘禁後2日日に、彼は、衣
服を脱がされて全裸にされ、両手を背中できつ
く縛られ、“パレスティニアン・ハンギング”
として知られている拷問形態で、両腕で吊り下
げられた。禺吟下げられている間に、警察官は、
彼の性器に電極をつなぎ、体に水を撫ナて、電
気刑を行ったのである。この拷問の問、彼は、
ずっと目隠しされてお駅拷問は約35分間続け
られた。
　彼の主張によれば、その後2日闘、披は、2
聴問おき、あるいは30分おきに、翼断なく殴ら
れた。拷問はN全部で4日続いたが、，最初の2
日間が非常に激しいものであった。
15．彼は、拷問の結果として、両手両碗の運動
機能を失ったe彼の取調官たちは、往に運動し
て両手の機能を國復させるよう命じた。披は、
医者の診察を受けることを求めたが、許可され
なかつた。
16．1992年12潟8冒、申立入は、県の下離機講
の医療施設の医者によpて診察を受けた。、医療
報審書が作成されたが、串立入は殴られた形跡
も暴力を受けた形跡も見られないとの一文のみ
が述べられていた。アクソイ氏によれば、その
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医者は、申立人の両腕がどのようにして傷つけ
られたのかを尋ねたが、それに対して、一人の
警察宮が、申立人は事故にあったのだと医者に
言った、とのことであった。その際、医者は、
あざけるように、ここに来る人はすべて事故に
あったように見えると述べた。
17．政府は申立人が、警察による身柄の拘束中
に虐待を受けたかどうかに関しては根本的な疑
いが存在すると意見付託した。
18．1992年12月10日、アクソイ氏は釈放の直前
に．マルディンの検察官の面前に連行された。
　政府によれば、申立入はPKKとの関わりを
すべて拒否する陳述書に署名することができた
し、拷問を受けたことについて何も訴えなかっ
たとのことである。
　しかし申立人は、自分は署名するようにと陳
述書を見せられたが、その陳述書の内容は虚偽
のものであったと述べた。検察官はそれに署名
するよう強要したが、アクソイ氏は、検察官に、
腕を動かすことができないので署名することが
できないと言ったのである。
4．申立人の釈放に関する事実に関して
19．アクソイ氏は、1992年12月10日に釈放され
た。彼は、1992年12月15日にディクレ大学医学
部付属病院に入院し、左右両腕のトウ骨神経麻
痺（すなわち上腕部の神経の損傷によって引き
起こされた両腕の麻痺）を被ったと診断された。
彼は、診察した医者に、ずっと拘禁され両腕を
背中できつく縛られて吊されていたと話した。
　彼は1992年12月31日までその病院にとどまっ
ていたが、政府によれば、当日、彼は適法に解
放されることなく自分の医療簿を持って立ち去
ったとのことである。
20．1992年12月21日、検察官は、申立人に対し
て刑事訴追を行うための根拠は存在しないと決
定したが、他方、彼と共に拘禁された11人は起
訴された。
21．申立人が虐待を受けたとの主張に関連して
は、トルコの国内裁判所では、刑事訴訟も民事
訴訟も一切提起されなかった。
5．申立人の死亡に関して
22．アクソイ氏は、1994年4月16日に射殺され
た。
　彼の代理人によれば、彼は、人権委員会に対
する申し立てを撤回するようにと脅され、そう
しなければ殺すそと脅されており、最後の脅迫
は1994年4月14日に電話で行われた。そして彼
の暗殺は彼が申し立てをしようと固執した直接
の結果である、というものであった。
　しかし政府は、彼の殺害はPKKの派閥間の
争いで恨みを晴らすために行われたと意見付託
した。
　現在までに、PKKの＋・・一・L員だと主張されてい
る一人の被疑者が、謀殺を理由として起訴され
た。
6．入権委員会の事実認定
23．人権委員会の派遣団は、1995年3月13日か
ら14日までディヤルバクルにおいて、さらに
1995年4月12日から14日までアンカラにおい
て、本件の証人たちに交互尋問できる両当事者
の代理入たちの同席のもとで、その証人たちか
らの証言の聴聞を行った。さらに、入権委員会
は、1994年10月ユ8日および1995年　7月3日に、
ストラスブールでの聴聞で、事件の受理可能性
ならびに本案に関するロ頭意見付託の聴取を行
った。
　人権委員会は、口述証言ならびに書面証拠の
鑑定を行った後、事実に関して以下の結論に謝
達した。
（a）アクソイ、氏が逮捕された日時に関して、
明確に認定することはできないが、それは遅く
とも1992年11月26日までに行われたことは明白
である。彼は1992年12月IO日に釈放されたので、
少なくとも14H間は拘禁された。
（b）1992年12月15Hに、彼は、病院に入院し、
両腕のトウ骨神経麻痺があると診断された。彼
は、1992年12月31日に、正当に解放されること
なく、自発的に病院から立ち去った。
（c）彼が、逮捕される以前に、何らかの傷害
を被っていたという証拠はまったく存在しなか
ったeまた、警察による身柄の拘束からの釈放
と病院への入院との問の5日問に、何らかの不
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運な，∬故があったという証拠も存在しなかっ
た。
（d）人権委員会はs医学的証拠がN申立人の
傷害が多様な原因で生じ得たものであろうが、
しかしそうした原因の一つが彼の両腕を吊り下
げた者によって被った後遺痕であろうことを示
していることに留意した。さらに、両腕に影響
を与えたトウ骨神経麻痺は一般的な状況では生
じないことは明白であり、他方、それは、’‘パ
レスティニアン・ハンギング”として知られて
いる麗待の形態と一致するものであった。
（e）人権委員会の代表者たちは、アクソイ氏
を取り調べた警察官のうちの一人、および釈放
前にアクソイ氏と面会した検察官から、証言を
聞いた。二人は、ともに、アクソイ氏が虐待さ
れたであろうとは思いもよらなかったと主張し
た。しかし、人権委員会は、この二人の公務員
は、警察の手で虐待が引き起こされた可能性を
考えることさえしようとしていないとの印1象を
受けたために、この証言に納得しなかった。
（f）政府は、アクソイ氏の傷害について、他
に考えられる可能性についての説明を何も提示
しなかった。
｛g）申立人が、霜気ショックや強打による虐
待を受けたとの別の主張に関しては、何らかの
結論を引き出すことを可能にするような十分な
証拠は存在しなかった。しかし、彼が、他の二二
人とともに小さな部屋に拘禁され、一つのベッ
ドと毛布を全員で共有しなければならなかった
こと、ならびに、彼が取り調べの間ずっと目隠
しされていたことは明白であると考えられる。
ll　櫨 ’カ　　“二
1．拷問を禁止するための刑法上の諸規定
　の法律に基づいて委任された権限の行使に関
　連して行われた決定もしくは行為に関して、
　いかなる刑事上、財政上、もしくは法律上の
　貴任も申し立てることができない。また、こ
　の目的のためいかなる司法機関に対しても、
　申し立てを提起してはならない。ただし、弁
　明の余地なく被った損害に関して、国家から
　の損害賠償を求める個人の権利は損なわれる
　ものではない。”
26．検察官は、たとえ告訴がなされなくても、
自らの関心を引くに至った重大な犯罪の申し立
てについて調査すべき義務を有している。しか
し、緊急事態下にある地域においては、行政機
関の職員による刑事犯罪の調査は、公務員で構
成される諸々の地方の行政委員会によって取り
上げられる。これらの委員会は、また、それら
が起訴しないと決定した場合には、事件が最高
行政裁判所のもとでの司法審査に服するとの条
件のもとに、起訴するか否かを決定する権限を
与えられている（立法命令第285号）。
2．行政法上の諸々の救済
27．トルコ憲法第125条は、以下のように規定
している：
　　“行政部の行為もしくは決定は、すべて…
　司法審査に服する。
　　行政部は、自らの行為および措置によって
　生じたいかなる損害も賠償すべき責任を有す
　る。”
　この規定によって、何人も、国家がその生命
および財産権を保護する義務を怠った場合にお
いて、損害を被ったことを立証しうる場合は、
国家はその者に対して損害を賠償する責任を有
するのである。
24．トルコの刑法典は、政府機関の職員が拷問
もしくは虐待を行うことを犯罪だと規定してい
る（拷問に関する第243項、ならびに虐待に関
する第245条）。
25．1990年12月工6日の命令第430号の第8条は、
以下のように規定している：
　　凹緊急事態下にある地域の長官、もしくは
　緊急事態下にある地域の地方長官に対し、こ
3．民事訴訟手続
28．いかなる不法行為も、（緊急事態下にある
地域の地方長官もしくは県知事を除く）公務員
によって行われ、損害を生じているものは、通
常の民事裁判所のもとで賠償を求める主張の訴
訟物となりうる。
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4．警察による身柄の拘束に関連する法
29．刑事訴訟法第128条によれば、逮捕され拘
禁されている者は、24時間以内に治安判事の面
前に連れてこられなければならない。この期間
は、飼人が集団的犯罪に関連して拘禁されてい
る場合は、4日間まで延長されうる。
　司法的監督なしに許容される拘禁の期間は、
国家安全保障裁判所のもとでの手続きに関して
は、より長いものとなっている。そのような事
件の場合、個人的犯罪に関しては48時問、また
集団的犯罪に関しては15日間、被疑者を拘禁す
ることが可能である（1987年7月10日の法律と
しての効力を有する命令第285号の第11条を再
制定した、1992年12月1日の法律第3842号の第
30条）。
　しかし緊急事態下での統治のもとにある地域
では、国家安全保障裁判所でのもとでの手続き
に関連して逮捕された者は、治安判事の面前に
連れてこられる前に、個人的犯罪の事件では4
日間、集団的犯罪の事件では30日間拘禁されう
る（1983年10月25日の法律第2935号の第26条を
再制定した、前掲法律）。
5．トルコのヨーロッパ人権条約第5条からの
免脱
31．ヨーロッパ審議会におけるトルコ常任代表
は、1990年8月6日付けの書簡において、ヨー
ロッパ審議会事務総長に、以下のように通報し
た。
“トルコ共和国は、南東アナトリアにおい
て、国家の安全に対する脅威にさらされてお
り、その脅威は、過去数ヶ月間にわたって着
実に増大しつつあり、その範囲と強度は、ヨ
ーロッパ入権条約第15条の意味における国民
の生存を脅かす程度にまで達しているのであ
る。
　1989年の一年間に、・136人の市民と153人の
治安警察職員が、テロリストたちの活動に
よって殺害された。そうしたテロリストの一
部は、国外の根拠地から来て活動を行ったも
のである。1990年の初めから現在までだけで
も、殺害された者の数は、市民125人と治安
警察職員96人に上っている。
　国家の安全に対する脅威は、南東アナトリ
アの〈例えば、エラズー、ビンゲル、テユン
ゼリ、バン．ディヤルバクルsマルディンs
シールト、ハッカ1J、バトマン、及びシルナ
グ〉諸地域において、また部分的にはそれら
の近隣の諸地域においても、顕著に生じてい
るところである。
　テロリスト活動の激しさと多様性を理由と
して、またそうした活動に対処するために、
トルコ政府は、その治安警察を使用しなけれ
ばならないだけではなく、公衆に対して有害
な不正情報を与えるキャンペーンに適切に対
処すべき措置もまたとらなくてはならないの
である。そして、こうしたキャンペーンは、
部分的には、トルコ共和国内の他の地域から
来たり、あるいは国外からさえも来ることが
あり、また、労働紐合の諸権利が濫用される
ことによって生じる場合もある。
　こうした目的で、トルコ政府は、憲法第
121条に合致して行動し、法律としての効力
を有する命令第424号ならびに第425号を1990
年5月10日に公布した。これらの命令は、部
分的に、ヨーロッパ人権条約の、第5条、第
6条、第8条、第10条、第11条、第13条の諸
規定において定められた権利の免脱に帰着す
るものである。これちの新たな措置の文書に
よる要約は、以下に添付されている通りであ
る。それらの措置のトルコ憲法に対する適合
性の問題は、現在、トルコの憲法裁判所の下
で係属中である。
　トルコ政府は、上で言及された諸措置が作
用するのをやめた場合には、ヨーロッパ審議
会事務総長に通報するものとする。
、この通知は、ヨーロッパ入権条約第15条に
従って行われたものである♂
　この書簡には、“法律としての効力を有する
命令第424号および第245号の内容の文書による
要約”が添付されていた。その申で、人権条約
第5条に関連して述べられている唯一・の措置
は、以下の通りである：
一145一
県立新潟女子短期大学研究紀要第40号2GO3
“緊急事態下にある地方の長官は、公の秩
序ならびに一般的安全を継続的に侵害する者
を、緊急事態の期間を超えない期間で、緊急
事態地域以外の、内務大臣が明示する地域に
移住させることを，命じることができる♂
32．トルコの常任代表は、1991年ユ月3日の脊
簡で、ヨーロッパ審議会事務総長に対して、命
令第424号および第425号に基づいて緊急事態下
の地域の長官に以前与えられていた諸権利を制
限する命令第430号が制定された、と通報したe
33．1992年5月5日に、トルコの常任代表は，
ヨーロッパ審議会事務総長に、以下のような書
簡を送付した：
“ヨーロッパ人権条約第5条、第6条、第
8条、第10条、第11条、第13条によって保障
された諸権利の免脱に帰着しうる法律として
の効力を有する命令第425号および第430号に
述べられていた諸々の措置の多くはもはや実
施されなくなりつつあるので、私は、これに
よって、トルコ共和国が、条約遵守義務から
の免脱の通告書の範囲を、人権条約第5条に
関するものにのみ今後制限することを通報す
る。条約第6条、第8条、第10条、第11条、
第ユ3条に関する条約遵守義務からの免脱は、
もはや効力を有しない。この結果これらの規
定に対応する参照文はこれによって上記条約
遵守義務の免脱から削除される。”
　ユ994年4月16日にアクソイ氏が死亡した後、
彼の親族が、アクソイ氏の殺害は彼の人権委員
会に対する申し立ての直接の結果であり、人権
条約第25条にもとつく個人の請願の権利への侵
害である、と主張した。
35．人権委員会は、1994年10月19日に、申し立
てを受理可能であると宣言した。入権委員会は、
（入権条約第31条に基づく）ユ995年10月23日の
報告書において、15対1の投票で、人権条約第
3条違反が存在した、人権条約第6条第ユ項の
違反が存在した、および、人権条約第13条の下
では独自の法的問題は生じなかった、との意見
を表明した。そして、全員一致で、人権条約第
25条に基づく個人の請願の権利の実効的な行使
についての侵害が存在したとの串し立てに関し
ては、これ以上何の行為も取られる必要はない、
との意見を表明した。
　人権委員会の意見ならびに2名の委員の個別
意見の全文は、その報告書［Reports　of
Judgments　and　Decisions一ユ996，eds．に翻刻さ
れる予定である］に含まれている［訳者注：判
決正文では、以下に、「：書記局による覚書」と
して、「1．実際上の理由により、この付属文
書は（Reports　of　Judgments　and　Decisions
1996　－Wにおける）判決の主要部分のみが公表
されるが、人権委員会の報告書のコピーは書記
局から入手できる」との記述がある］。
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34．アクソイ氏は、工993年5月20日の人権委員
会に対する申し立て（no．21987／93）におい
て、以下のように主張した。すなわち、まず、
彼が1992年11月から12月にかけての警察による
身柄拘束中の拘禁の問に、ヨーロッパ入権条約
第3条に反する取り扱いを受けた、と。また、
拘禁の継続中に、彼は、人権条約第5条第3項
に反して、裁判官もしくは他の権限を有する司
法官憲の面前に連れてこられなかった、と。そ
して、彼は、人権条約rg　6条第エ項および第13
条に反して、彼の虐待に責任を有する者に対し
て訴訟を提起する機会を与えられなかった，と。
36．政府は、口頭聴聞において、人権裁判所に
対して、利用可能な国内的救済が尽くされてい
なかったとの理由で申し立てを却下するか、あ
る は、二者択一的に、人権条約違反が存在し
なかったと判示するように求めたのである。
37．他方、その時に、申立人は、人権裁判所に
対して、人権条約第3条、第5条、第6条、第
13条、ならびに第25条違反を認定するよう求め、
かつ、申し立てられた諸々の措琶が行政上の慣
行の一部を構成していたとの理由に基づき、こ
れらの違反がより深刻なものであったと半lj決す
るように求めた。彼は、また、人権条約第50条
に従って公正な満足も求めたのである。
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38．人権裁判所は、人権条約の制度のもとで、
事実の確認と立証は、主に入権委員会が行う事
項である（人権条約第28条第ユ項および第31条）
との自らの不変の判例法を想起するものであ
る。人権裁判所は、人権委員会の事実認定に拘
束されず、また人権裁判所にもたらされたすべ
ての事情に鑑みて、人権裁判所自身の評価を依
然として自由に行うことができるのであるが、
人権裁判所がこの領域での自らの権限を行使す
るのは、例外的な状況においてであるにすぎな
い　（see　the　Akdivar　and　Others　v．　Turkey
judgment　of　16　September　1996，　Reports　of
Judgments　and　Decisions　1996－IV，　P．1214，
para．78］　e
39．本件においては、人権委員会の代表団が、
トルコにおいて、二度の別々の機会に、証言を
聴取し、さらにストラスブールで聴聞を行った
後に、人権委員会がその事実認定に至ったこと
が想起されなければならない（上述パラグラフ
23参照）。こうした状況の下で、人権裁判所
は、当該事実を人権委員会によって確定された
ものと認めるべきであると考える（上述アクデ
ィバルほか［Akdivar　and　Others］事件判決、
p．1214，§81の準用）。
40．かくして、当人権裁判所が、政府の先決的
抗弁ならびに人権条約に基づく申立入の主張を
審理しなければならないのは、（上述パラグラ
フ23の）人権委員会によって認定されたものと
しての諸事実の背承に対してである。
?
．の一■　・　　・
A．入権裁判所のもとに提出された諸々の主張
41．政府は、申立人が人権条約第26条に反して
利用可能であった国内的救済を尽くさなかった
ことに基づいて、人権条約第3条に基づく申立
人の主張を却下することを、人権裁判所に求め
た。第26条は、以下のように規定する。
　　“第26条［国内的救済原則］委員会は、一
　般的に認められた国際法の原則に従ってすべ
　ての国内的な救済が尽くされた後で、かつ、
　最終的な決定がなされた日から6ヶ月の期間
　内にのみ、事案を取り扱うことができる。”
　［参照、付属文香工］
　申立人（上述パラグラフ3参照）は、人権委
員会が合意したように、彼が国内的救済を尽く
すために彼に期待され得たすべてのことを行っ
たと主張した。
42．政府は、国内的救済を尽くすことに関する
原則は、国際法ならびに人権条約に関連する諸
機関の判例法において明確に確立されていると
反論し、また、すべての国内的救済が、申立人
に何の成功の機会も明白に与えられなかったと
いうのでない限り、国内的救済を尽くす原則が
申立人に対してすべての国内的救済を利用する
よう要請していると反論した。実際に、アクソ
イ氏は、3つの異なる類型の国内的救済、すな
わち、刑事訴訟手続、民事訴訟手続、行政訴訟
手続を利用することが可能であったのに利用し
なかった、と政府は主張した（上述パラグラフ
24－28）。
43．これらの選択の第1の刑事訴訟に関しては、
申立人は、（上述パラグラフ18にあるように）
ny－ P992年12月10日に彼に面会した検察官に対・し
て、主張するところの虐待について申し立てを
行うことができたはずであると、政府は意見付
託を行った。しかし、政府によれば、アクソイ
氏は、その機会にも、またその後のいかなる時
にも自分が警察による身柄拘束申に虐待を受け
たとの指摘を全く行わなかった、とのことであ
った。
　トルコ全土にわたって施行されていた刑法第
243条及び第245条は、自白を引き出すための拷
問と虐待の使用を罰するものであった（上述パ
ラグラフ24参照）。緊急事態下にある地域に関
する法律第285号は、公務員が犯したと主張さ
れている刑法上の行為の調査を遂行するための
権限を、検察官から、行政委員会に移譲してい
た（上述パラグラフ26参照）。しかし、刑事訴
1追しないという行政委員会による決定は、常に
最高行政裁判所によって審理されることになっ
ていた。これに関連して、トルコ政府は、緊急
事態下にある地域において．行政委員会によっ
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てなされた諸々の命令を破棄し、被拘禁者への
虐待の主張に関して、憲兵隊および治安警察の
職員を相乎方として刑事訴訟を提起するよう命
じる多数の判決や、岡様の違法行為に対して有
罪判決を宣告する他の諸決定を付託した。
’44、それにも関わらず、政府は、刑事訴訟手続
は、原告の権利に対して被告人の諸権利が大い
に強調されてしまうために、この類型の事件に
おいては最も適切な救済であるとはおそらく言
えないだろうと主張した。したがって、政府は、
トルコ憲法第125条に基づく行政上の救済（上
述パラグラフ27参照）の存在に人権裁判所の関
心を引こうとした。これに関連して、政府は警
察による身柄拘束中に拷問によって引き起こさ
れた死亡に関して、補償が与えられた行政上の
決定の事例を付託した。
45．さらに政府は、アクソイ氏は、損害賠償を
求める民事訴訟を提起できたはずだと主張し
た。また、政府は、拷問に対する損害賠償を求
める主張に関する事件における破棄院の判決を
含む国内裁判所の多数の決定に言及した。これ
らの事件では、法律執行官によって行われた犯
罪は債権債務法で規律され、同法第53条に基づ
いて，刑事訴訟手続における証拠の不存在を理
由とする貴任免除は、民事裁判所を拘束しない
と判示されたのである。
46．申立人は、政府によって特定された諸救済
手段が、形式上はトルコの法システムの一部で
あることを否定はしなかったが、実効的救済の
拒否ならびに拷問が、ともに行政上の慣行事項
として実行されてていたために、それらの救済
は、幻想同様で、不十分かつ非効率的なもので
あると、主張したのである。
　とくに、申立人は、トルコにおいて、被拘禁
者への拷問が、広範かつ制度的に継続して行わ
れていることを示す多数の国際組織の報告書
は、この慣行を終わらせようと努めているとの
政府の公約について、疑いを生じさせていると
主張した。この点について、彼は、（1992年12
月15日の）ヨーロッパ拷問等禁止委員会のトル
コに関する公的声明、ならびに、（1993年11月
9口の）国際連合拷問等禁止委員会のトルコの
調査に関する手続結果の略式報告、および、
工995年の拷問に関する国際連合特別報告書
（E／CN．4ノユ995／34）について言及した。
47．申立人は、政府当局側に、拷問が行われて
いることを否定する政策が存在しており、この
ことが、被害者が補償を受け、拷問の責任者を
司法審査に服させることに成功するのを極度に
困難なものにしている、と述べた。例えば、拷
問を受けたと主張する個人がその傷害の程度を
証明する医者の報告書を入手することは、現在
は不可能である。なぜなら、法医学施設は改組
されてしまい、そのような報告書を発行した医
師たちは、脅迫されたり、あるいは、別の地域
に移されたりしているからである。緊急事態下
にある地域の検察官たちは、串し立てられた人
権侵害の調査を開始することを、日常的に怠っ
ており、申し立てを認めることさえしばしば拒
否したのである。そして、たとえ調査が行われ
ていても、その調査は、偏見に満ちた不十分な
ものであった。さらに、人権侵害の被害者たち
のために活動する弁護士や他の人々は、脅迫を
受けたり、逆に悪用された刑事訴追にさらされ
たりし、また、個人は、申し立てを行えばそれ
に対する報復が非常に一般的に行われたため
に、国内的救済を遂行するのをいやがったので
ある。
　こうした状況のもとで、申立人は、ストラス
ブー’一ルへの申し立てを行う前に、国内的救済を
遂行することを要求されるべきではない、と主
張したのである。
48．いずれにせよ、彼は、拷問を受けたこと
（上述パラグラフ18参照）を、1992年12月工0日
’に検察官に知らせたと主張した。そして、たと
え知らせなかったとしても、検察官は、彼が両
手を満足に使うことができなかったことを、は
っきりと気づくことができたはずである、と断
言した。
　検察官が刑事上の調査を開始することを怠っ
たことは、申立人が自らいかなる国内的救済も
利用することを極度に困難にした。調査の欠如
は、起訴しないという公的決定が、もはや決し
て行われないということを意味するために、例
えば、行政裁判所に起訴しないという決定（上
述パラグラフ26参照）に異議を申し立てること
によって、刑事訴追が提起されることを彼が確
保するための諸措置をとることは、不可能だっ
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たのである。さらに、検察官が調査を開始しな
かったことは、民事訴訟、もしくは行政訴訟で
の勝訴の機会を侵害した。なぜなら、いずれの
申し立ての類型においても、勝訴するためには、
彼が拷問を受けたことを立証する必要があり、
実際に、刑事訴訟で裁判官による当該効果をも
つ決定が要求されているからであった。
49．最後に、彼は、人権裁判所に対して、自ら
が何らの司法的監督もなしに拘禁されていた期
間の長さについての主張に関して、理論上にお
いてさえも、いかなる救済も利用できなかった
と主張した。なぜなら、これは、国内法のもと
で、完全に合法的であったからである。（上述
パラグラフ29参照）。
50．人権委員会は、申立人が、警察による身柄
拘束の間に傷害を被ったとの見解を表明した
（上述パラグラフ23参照）。そして、人権委員会
は、さらに次のように意見を述べた。すなわち、
彼が1992年12月10日に検察官と対面中に、何が
起きたかを正確に立証することは不可能である
が、検察官が調査を開始すること、あるいは、
少なくとも、申立人の精神状態、および申立人
が被った取扱いについて、さらに情報を入手し
ようと試みることとを促進すべき諸要素が存在
したことは、疑いのないところである、と。と
くに、彼が拘禁の結果、傷つきやすいと感じて
いたに違いないという事実、ならびに、彼が釈
放ざれた後入院を要する健康上の問題を被った
という事実のゆえに、彼がおかれていた諸状況
のもとで彼に期待されたすべてのことを、彼は
行ったのである。彼が入権委員会への申し立て
を行った後に受けたと主張しているさまざまな
脅迫、ならびに、十分に明らかにされてはいな
い状況下での彼の死亡は、救済の追求が種々の
危険を冒すことによって試みられうるものであ
るという見解を支持するさらなる要素であっ
た。
　申立入は、国内的救済を尽くすにあたって・
彼に要求されうるすべてのことを行った、との
人権委員会の認定のゆえに、人権委員会は、ト
ルコ政府の側に人権侵害を黙認する行政上の慣
行が存在したか否かを決定する必要はないと決
定したのである。
B．入権裁判所の評価
51，当人権裁判所は、人権条約第26条において
言及されている国内的救済を尽くす原則が、締
約国を相手方として訴えを国際的司法機関もし
　くは国際的仲裁機関に提起しようとしている者
　に、まず最初に、各国内の法制度によって提起
　されている諸々の救済を利用することを義務づ
　けているのである、ということを想起するもの
　である。したがって、諸国家は、まさに自国自
　身の法制度を通じることによって問題を扱う機
　会を有する以前に、自国の諸行為に関して国際
　機関のもとで応答し責に任ずることを免れるの
　である。この原則は、一それと密接な関連性
　を有する一人権条約第13条に反映されている
　ように、人権条約の諸規定が国内法に導入され
　ているか否かに関わらず、国内制度において、
　申し立てられた人権侵害に関して、利用可能な
　実効的救済が存在している、という仮定に基礎
　をおくもめである。この点では、それは、人権
　条約によって創設された人権保護のための機構
　が、種々の人権を保障する各国内の制度に対し
　て補完的性格を有するという原則の重要な局面
　を示すものである（参照、上述のパラグラフで38
－． ﾅ引用されているアクディバルほか［Akdivar
　and　Others］事件判決、　p．1210，§65）。
　52．人権条約の第26条のもとでは、申立人は、
　利用可能な救済措置であって、かつ申し立てた
　人権侵害に関して救済を与えるのに十分な諸々
　の通常の救済措置に頼るべきである。問題とな
　る救済の存在は、理論的にだけでなくs現実的
　にもまた十分に確実でなければならず、それら
　の救済措置が、必要な利用可能性と実効性に欠
　けるようなことがあってはならない。
　　しかし、不適切なもしくは効果的でない救済
　措置に頼るべき義務は存在しない。それに、人
　権条約第26条に言うところの“一一般的に認めら
　れた国際法の原則”によれば、申立人が、その
　自由に利用できる国内的救済を尽くす義務から
　免除される特別な諸事情も存在しうる。この原
　則は、また、人権条約と適合しない諸行為の反
　復、および、国家機閲による公的黙認からなる
　行政上の慣行が、存在していることが立証され、
　また、そうした慣行に関して、訴訟手続が役に
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立たずもしくは効呆的でないような性格のもの
である場合には、適用できないのである（参照、
上述アクディバルほか［Akdivar　and　Others］
ユ」珂牛半U童央、　p．1210，§§66and　67）。
53．当人権裁判所は、諸々の締約国が創設する
’ことに同意した人権保護のための機構を背景と
して、上記原則が適用されている、という事実
に基づいて、その原則の適用についての人権裁
判所虐身の接近法が適切に考慮されなければな
らない、ということを強調するものである。し
たがって、人権裁判所は、人権条約第26条が、
一定の柔軟性をもって、かつ、過度の形式主義
に陥らぬように適用されなければならないこと
を認めてきているのである。さらに、人権裁判
所は、国内的救済を尽くすという原則が、絶対
酌なものでもなく、また、自動的に適用されう
るものでもないことを、これまでに認めてきて
いる。すなわち、この原則が遵守されたか否か
の審理においては、個別的な事件ごとの特別の
諸事情を考慮することが、不可欠なのである。
このことは、他の諸事情と並んで、人権裁判所
が、関係当事国の法制度における公的救済の存
在を現実に考慮しなければならないということ
を意味するだけでなく、また、申立人の個人的
な諸事情と同様に、関係当事国で運用されてい
る一般的な法的政治的背景についても現実に考
慮しなければならないことをも意味しているの
である（参照、上述アクディバルほか［Akdivar
and　Others］　彗軽牛判決、　p．1211，§69）。
54．人権裁判所は、トルコの国家機関職員によ
る被拘禁者への虐待に対する、刑事上、民事上、
行政上の諸救済に渕するトルコの国内法のもと
での規定に留意し、また、トルコ政府によって
提供された同様の諸問題を扱った諸判決の要約
を、関心をもって調査研究してきた（上述パラ
グラフ43－45参照）。しかし、（パラグラフ53で）
前述したように、諸々の国内的救済が、一般に
実効的もしくは適切であったか否かは、ここで
の問題にまったく関係しなV㌔すなわち、当人
権裁判所は、本件のすべての事情のもとで、申
立人が、国内的救済手段を尽くすために彼に合
理的に期待することができるあらゆることを行
ったか否かを、また、審理しなければならない
のである。
55．この審理を行うため、当人権裁判所は、本
件における人権委員会の事実認定を認める決定
を行った（上述パラグラフ39－40参照）ことを
繰り返し述べておく。人権委員会は、（上述パ
ラグラフ50において）すでに見たように、申立
人が、検察官と面会したときには、両腕のトウ
骨神経麻痺を被っていた、との見解を表明した。
56．人権裁判所は、たとえ、申立人が、警察に
よる身柄拘束中の虐待について、検察官に何も
申し立てなかったと認められるとしても、彼が
被った傷害は、面会中に明らかに認識可能であ
ったに違いないと考えるものである。しかし、
その検察官は、トルコの法律のもとで、調査を
行う義務のもとにおかれていた（上述パラグラ
フ26参照）にもかかわらず、それらの傷害の性
質、程度、ならびに原因に関して何の調査を行
うことも選択しなかった。
　アクソイ疵が、少なくとも14日聞にわたって、
法律上もしくは医療上の援助ないし支援を受け
ることなく、警察による身柄拘束中に拘禁され
た後、検察官の側のこの職務怠慢が生じたこと
が、ここで想起されなければならない。この期
間中に、彼は、病院での治療を要する深刻な傷
害を被ったのである（上述パラグラフ23参照）。
これらの事情は、それだけでも、彼に、傷つき
やすく、無力で、国家の代理人たちを恐れる感
情を有することを引き起こさせるものであった
だろう。検察官が、彼の傷害を認識していたの
に何の行為もとらなかったと認められるので、
申立人が、国内の種々の法的経路を通じて利害
を確保し満足を得ようとすることは望めないと
信じるに至ったことは、理解できることなので
ある。
57．したがって、当人権裁判所は、申立人に関
して、国内的救済を尽くす義務から免除される
特別の諸事情が存在したと結論するものであ
る。この結論に到達したしたことにより、人権
裁判所は、人権条約に反して諸々の救済を与え
ないような行政上の慣行が存在する、との申立
入の主張を審理する必要はないと判断するもの
である。
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A，申し立てられた人権条約第3条違反に閲し
　　て
58．申立人は、彼が、人権条約第3条に反する
取扱いを受けた、と主張した。同条は、以下の
ように規定している：
　　“何人も、拷問または非人道的なもしくは
　品位を傷つける取扱いもしくは刑罰を受けな
　い♂［参照、付属文香1］
　トルコ政府は、虐待の主張は根拠のないもの
であると判断した。しかし、人権委員会は、申
立人が拷問を受けたことを認定した。
59．トルコ政府は、人権委員会が証拠を評価し
た方法について、さまざまな異議を提起した。
そして、政府は、アクソイ氏が自ら主張してい
るように虐待を受けたのかどうかに関して、政
府見解では、重大な疑いを提起している多数の
要因を指摘した。
　例えば、政府は、申立人が、拷問を受けたこ
とについて、検察官に何も訴えなかった（上述
パラグラフ18参照）のはなぜか、と疑問を呈し、
また、たとえ彼が実際に拷問を受けたとしても、
彼が何ら拷問者をとがめる告白を行わなかった
のはどうしてか、を理解するのは困難であると
判断した。政府は、また、申立人が、警察によ
る身柄拘束から解放され、病院に行くまでの5
日間待機していた（上述パラグラフユ9参照）こ
とも凝わしい点があると判断し、その間に、不
運なことが何も起きなかった、と推測すること
・はできないとの見解を示した6最後に、政府は、
申立人が、病院を立ち去る際に、彼自身の治療
記録を持ち去ったという事実、ならびに、申立
人の体に残された電気ショックのやけどもしく
は他め痕跡の医学的証拠は何も存在していなか
ったという事実も含め、種々の医学的証拠に関
する多くの疑問点を呈示したのである。
60．申立人は、さまざまな方法で虐待されたと
主張した。彼は、取り調べの問ずっと目隠しさ
れ、方向感覚を失ったと主張した；また、両腕
を背中できつく縛られ、吊り下げられた（“パ
レスティニアン・ハンギング）；また、電気シ
ョッグを与えられたが、これは、体に水を掛け
Lることにより、一層ひどい苦痛を生じるもので
あった；また、殴られたり、たたかれたりした
ほか、言葉での虐待も受けた、と主張した。彼
が病院に入院したときには、両腕のトウ骨神経
麻痺の傷害を受けていた旨を証明する、ディク
レ大学医学部発行の医学的証拠を付託した（上
述パラグラフ19参照）。この傷害は、パレステ
ィニアン・ハンギングと合致するものであっ
た。
　彼は、申し立てた取扱いは、十分に深刻なも
ので、拷問に達するものであると、意見付託し
た；その取扱いは、彼がPKKのメンバーであ
ると身元確認を行った者を、彼自身が知ってい
る、と彼に認めさせる目的で苦痛が与えられた
のである、というものであった。
　さらに、彼は、拘禁されていた状況（上述パ
ラグラフ13参照）、ならびに、身柄拘束中に被
った拷問についての絶えざる恐怖は、非人道的
な取扱いに達していた、と争った。
61．当人権裁判所は、入権委員会の事実認定を
認めることを決定した（上述パラグラフ39－40
参照）ので、ある個人が、はじめは良好な健康
状態で警察による身柄拘束を受け、しかし、釈
放時には傷害を被っていたと認められる場合に
は、傷害の発生に関しては、国家の側に、人権
条約第3条のもとで明白な法的問題を生じるこ
一とのないような、納得のいく説明を行う義務が
ある、と考えるものである（参照、1992年8月
27日のトマシ対フランス［Tomasi　v．　France］
事件判決、Series　A　no．241－A，　pp、40－41t§§108－
11Lならびに、1995年ユ2月4’．日のリビッチ対
オーストリア［Ribitsch　v．　Austria］事件判決、
Series　A　no．336，　p26，§34）。
62．人権条約第3条は、人権裁判所がすでに多
くの事件で述べてきたように、民主的社会の
種々の基本的価値のうちの一つを規定するもの
である。組織的テロリズムおよび犯罪に対する
闘いのような、最も困難な状況においてさえも、
人権条約は、絶対に、拷問または非人道的なも
しくは品位を傷つける取扱いもしくは刑罰を禁
止している。人権条約、ならびに、第ユ議定書、
第4議定書の実体規定の多くと異なり、人権条
約第3条は、例外を規定しておらず、また国民
の生存を脅かす公の緊急事態の場合でさえも、
国家による第3条遵守義務からの免脱は許され
ないのである（参照、1978年ユ月18日のアイル
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ランド対イギリス〔lreland　v．　the　United
l〈ingdom］1鄭件判決、　Series　A　no．25，　p．65，§
163、1989年7月7日のゼーリンク対イギリス
［Soering　v，　the　United　K｛ngdomr事件判決、
Series　A　no，工61，　p．34，§88、ならびに、1996年
11月15日のチャハル対イギリス［Chahal　v．　the
United　Kingdom］事件半咀決、　Reports　l996－V，
P、1855，　§79）。
63．なんらかの特定の形態の虐待が拷問とみな
されるべきか否かを決定するためには、人権裁
判所は、人権条約第3条から導き出される、拷
問の概念と、非人道的なもしくは品位を傷つけ
る取扱いの概念との間の区別を、考慮しなけれ
ばならない。前述したように、この区別は、非
常に激しくかつ苛酷な苦痛を生じる非人道的な
取扱いを論議することに帰着するような‘拷問”
という特別な苦辱を認めるために、人権条約に
おいて具体化されたと考えることができるので
ある（参照、1978年1月18日のアイルランド対
イギリス［lreland　v．　the　United　Kingdom〕事
で牛半ij　Vk、　Series　A　no，25，　p．66，§167）。
64．当人権裁判所は、人権委員会が、とりわけ、
申し立て人がいわゆる’‘パレスティニアン・ハ
ンギング”を被った、すなわち、全裸にされ、
両腕を背中のうしろできつくしばられ、両腕で
吊り下げられたとの事実を認定したことを想起
するものである（上述パラグラフ23参照）。
　人権裁判所の見解では、この取扱いは、故意
に苦痛を与えることができるようにするためだ
けに行われたのであった。すなわち、実際に、
それを実行するためには、ある程度の用意と尽
力とが必要であったと考えられるのである。そ
して、申し立て人から自白もしくは情報を獲得
する目的で実行されたように見えるのである。
そのときに生じたに違いない激しい苦痛に加え
て、医学的証拠は、それが、一定期間継続した
両腕のマヒを生じていたことを示している（上
述パラグラフ23参照）。したがって、当入権裁
判所は、この取扱いが非當に激しくかつ苛酷な
性質を有していたので、拷問というほかはない
と判断するものである。
　この結論の重大性を考慮して、入権裁判所は、
他の形態の虐待についての串し立て人の訴えを
審理する必要はないと考える。
結論として、人権条約第3条違反が存在した
ものである。
B．串し立てられた人権条約第5条第3項違反
　　に関して　一
65．寧し立て人は、人権委員会が同意したよう
に、彼に対する拘禁が、人権条約第5条第3項
に違反していたと主張した。人権条約第5条の
関連部分は、以下のように規定している。
　“第1項　すべての者は、身体の自由およ
　び安全に対する権利を有する。何人も、次の
　場合において、かつ、法律で定める手続によ
　らないかぎり、その自由を嚢われない：
　　（c）…犯罪を行ったとする相当の嫌疑が
　あるときに、権限ある司法機関に連行する目
　的で行う合法的な逮捕または押留拘禁
　　第3項　本条第1項（c）の規定に基づい
　て逮捕または抑留拘禁された者は、裁判官ま
　たは司法権を行使することが法律によって認
　められている他の官憲の面前に速やかに連行
　されるものとし、妥当な期間内に裁判を受け
　る権利または裁判までの問釈放される権利を
　有する。釈放にあたっては、裁判所への出頭
　が保証されることを条件とすることができ
　る。”［参照、付属文書工］
66．人権裁判所は、司法的監督なしに、4日と
6時間拘禁された拘禁期間が、人権条約第5条
第3項によって許容される期間に関しての厳格
な制約の範囲外であると判示した、ブローガン
ほか対イギリス〔Brogan　and　Others　v．　the
United　Kingdom〕事件（1988年11月29日判決、
Series　A　ne．145－B，　p．33，§62）での判決を想起
する。アクソイ氏が、裁判宮または他の司法官
憲の薩前に連れて行かれることなしに拘禁され
ていた14日間もしくはそれ以上の期間が、“迅
速性’の要件を満たさなかったことは、明白で
ある。
67．しかし、トルコ政府は、こうした判断にも
かかわらず、入権条約第15条に基づく国家の人
権条約遵守義務からの免税を理由として、人権
条約第5条第3項違反は存在しなかった、と意
見付託した。当該規定は、以下のように規定し
ている：
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　“第1項　戦争その他の国民の生存を脅か
　す公の緊急事態の場合には、いずれの締約国
　も、事態の緊急性が真に必要とする限度にお
　いて、この条約に基づく義務から逸脱する
措置をとることができる。ただし、その措遣
　は、当該締約国が国際法に基づき負う他の
　義務に抵触してはならない。
　　第2項　本条の規定は、第2条（合法的な
　戦闘行為から生ずる死亡の場合を除く）、第
　3条、第4条第1項および第7条の規定から
　逸脱することを許すものではない。
　　第3項義務から逸脱する措置をとる権利
　を行使する締約国は、とった措置およびその
　理由をヨーロッパ審議会事務総長に十分に通
　知する。締約国はまた、その措置が終了し、
　条約の諸規定が再び完全に履行されるように
　なったときには、同事務総長にその旨通知す
　る♂〔参照、付属文書1〕
　トルコ政府は、同国が、1992年5月5日に、
人権条約第5条に基づく条約遵守義務からの免
脱を行ったことを、人権裁判所に想起させた
（上述パラグラフ32参照）。
1．人権裁判所のアプローチ
68．“国民の生存”が“公の緊急事態”にょっ
て脅かされているか否か、そして、もし脅かさ
れているならば、緊急事態を克服するための試
みを、どこまで行う必要があるかを決定するこ
とは、“国民の生存”を保護する義務を有する
各締約国の手にゆだねられていることを、人権
裁判所は想起するものである。各国の諸国家機
関は、現在の緊急の必要性と直接的かつ継続的
に接しているために、そのような緊急事態の存
在に関しても、また、緊急事態を防ぐために必
要な人権条約遵守義務からの免脱の性質と範囲
に関しても、ともにそれらを決定するにあたっ
て、原則として国際的裁判所の裁判官よりも適
切な地位にあるのである。したがって、この問
題に関しては、諸々の国家機関に、広範な裁量
の余地が残されるべきである。
　しかし、それにもかかわらず、諸々の締約国
は、無制限の裁量を有しているわけではない。
とりわけ、諸国が危機的状況の“緊急性が真に
必要とする限度”を超えて種々の措置をとった
か否かを決定するのは、人権裁判所なのである。
それゆえ、各国の裁量の余地には、ヨ・一ロッパ
的監督が随伴しているのである。入権裁判所は、
この監督権を行使する際に、国家の人権条約遵
守義務からの免脱によって影響を被った諸々の
権利の性質や、緊急事態を生じている状況や．
緊急事態の期間などの、閲連する諸要因を、適
切に比較衡量しなければならないのである（参
照、工993年5月26日のブラニガンおよびマクブ
ライド対イギリス［Brannigan　and　McBride　v．
the　United　Kingdom］事件判決、　Series　A　no．
258－B，pp．49－50，§43）。
2．国民の生存を脅かす公の緊急事態の存在に
関して
69．政府は、人権委員会がこの点に同意したよ
うに、トルコ南東部において、”国民の生存を
脅かす”公の緊急事態が存在すると主張した。
申立人は、この法的論点を争わなかったが、基
本的には、それは人権条約の諸機関が決定すべ
き問題であると意見付託した。
70．当人権裁判所は、ここにもたらされたすべ
ての事情に照らして、トルコ南東部における
PKKのテロリスト活』動の特別な範囲と影響が、
関係する諸地域において、“国民の生存を脅か
す公の緊急事態”をつくりだしていることは疑
いない、と判断するものである（参照、以下の
判決の準用、1961年7月1日のローレス対アイ
ルランド［Lawless　v．工reland］事件判決、
Series　A　no．3，　p．56，§28、上述のアイルラン
ド対イギリス［lretand　v．　the　United　Kingdem］
事件判決、p．78，§205、ならびに、上述のブラ
ニガンおよびマクブライド〔Brannigan　afid
McBride］事件判決、　p．　50，§47）。
3．国家の入権条約遵守義務からの免脱の諸々
の措置が、事態の緊急性により真に必要とさ
れていたか否かに関して
a，司法的監督のない拘禁期間の長さに関して
71．政府は、申立人が、PKKのテロリストた
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ちを支援し教唆扇動し、PKKのキジルテペ支
部の一員であり、また、PKKの小冊子を配布
したとの嫌疑に基づき、他の13名の者とともに、
1992年U月26日に逮捕された、と主張した（上
述パラグラフユ2参照）。彼は、トルコの法律に
従って、14日IV，」警察による身柄拘束を受けたが、
その法律は、緊急事態下にある地域では、集団
約犯罪に関して拘禁された者は30日間拘禁が継
続されることを許容するものである（上述パラ
グラフ29参照）。
72，政府は、申立人が逮捕され拘禁された場所
は、トルコの人権条約遵守義務からの免脱が適
銅される地域の範囲内にあると説明した（上述
パラグラフ31－33参照）。この条約遵守義務から
の免脱は、トルコ、とくにその南東部において
は、PKKのテロリズムの程度と重大性ゆえに、
必要かつ合法的なものであった。人権裁判所が
過去に認めたように、諸々のテロリスト犯罪の
調査は、諸々の国家機関にさまざまな特別の問
題を提示するものであった。なぜなら、テロリ
スト機関のメンバーは、取り調べに耐えること
に関しては熟練しており、秘密の支援網を持ち、
十分な物資資力を利用することができるからで
あった。近隣…諸国からの戦略的支援と技術的支
援を有するテロリスト機関に直面する広範な地
域において、証拠を確保し、立証するためには、
かなりの時問と努力が求められた。これらの困
難により、警察による身柄の拘束を受けた被疑
者の拘禁中に、司法的監督を提供するのは不可
能であることを意味すると、政府は説明したの
である。
73．申立人は、1992年11月24日に拘禁され、
1992年12月10日に釈放された、と意見付託した。
彼は、逮捕の日付を実際より遅くすることは緊
急事態下にある地域の一般的慣行であると主張
した。
74．彼は、全体として、トルコの緊急事態下に
おける人権条約遵守義務からの免脱措置の正当
性に対して、詳細に反論することはしなかった
が、トルコ南東部の状況が、司法的監督なしに
被疑者を14日聞もしくはそれ以上拘束すること
を必要としていたか否か疑問であるとした。彼
は、トルコ南東部の裁判官たちが、それより短
い期間の拘禁の適法性を審理することを認めら
れ、また、求められていたとしても、あえてそ
うすることはなかったであろう、と意見付託し
た。
75．人権委員会は、申立人が最初に拘禁された
日が、・彼が主張しているように1992年U月24　El
であったのか、政府が主張しているようにユ992
年11月26日であったのかを確実に確かめること
はできなかった。したがって、人権委員会は、
彼が、裁判官もしくは司法権を行使することを
法律によって認められている他の司法官憲の面
前に連行されることなく、少なくとも14日間拘
束されていた、との根拠に基づいて訴訟手続を
進めた。
76．人権裁判所は．人権条約制度における人権
条約第5条の重要性をこれまでにもよく強調し
たところである：それは、基本的人権、とくに、
個人の自由の国家による恣意的な侵害に対する
保障を規定したものなのである。個人の自由権
への行政部による侵害の司法部の監督は、人権
条約第5条第3項で具体化された保障の不可欠
の特徴であり、当該規定は、行政部の恣意性の
おそれを最小化し、法の支配を確保することを
意図するものである（参照、上述のブロー一一＊“ン
ほか　［BrGgan　and　Others］事件判決、　p．32、
§58）。さらに、速やかな司法部の関与は、深
刻な虐待の発見と防止とを導くものであり、上
述（パラグラフ62）したように、人権条約によ
って、絶対的であり、かつ、国家による人権条
約遵守義務からの免脱も許されない形で、深刻
な虐待は禁止されているのである。
77．ブラニガンおよびマクブライド［Branhigan
and　McBride］事件判決において、人権裁判所
は、テロリスト犯罪を行ったとの嫌疑を受けた
者を、司法的監督なしに7日間まで拘束するこ
とが許されているという限度において、イギリ
ス政府は、人権条約第5条に基づく同国の義務
を免れることによって、同国の裁量の余地を超
えるものではなかった、と判示したのである。
　本件では、申立人は、裁判官もしくは他の司
法官憲のもとに連行されるこどなく、少なくと
も14日間拘禁された。政府は、外部からの支援
を受けているテロリスト紐織と直面している、
地理的に広大な地域において、特別な警察によ
る調査の必要性に言及することによって、この
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措置を正当化しようとしてきた（上述パラグラ
フ72参照）。
78，人権裁判所はx一過去のいくつかの事例
（例えば上記引用のブローガンほか［Brogan
and　Others］事件判決参照）に関してすでに
表明したように一諸々のテロリスト犯罪の調査
は、国家機関にさまざまな特別の問題を提示す
るものであることは疑いないという見解を有し
ているが、被疑者を司法部の関与なしに14日間
拘束する必要があるということを容認すること
はセきない。この期間は、例外的に長いもので
あり、申立人を、彼の自由に対する権利への恣
意的な侵害だけでなく、拷問まで受けやすい状
態に放置したのである。さらに、政府は、なぜ、
トルコ南東部におけるテロリズムに対する闘い
が司法的関与を実施不可能にしたのかに関し
て、人権裁判所においてこれまでに何らの詳細
な理由も提示してはこなかったのである。
b．入権保護手段に関して
79．政府は、緊急事態下での人権条約規定遵守
義務からの免脱措置と国内の法制度とはともに
人権を保護するための十分な手段を提供してい
たと強調した。それゆえ、条約遵守義務からの
免脱措置自体は、テロリズムに対する闘いのた
めに要求される厳格な最低限度に制限されてい
たとしている；すなわち、許容される拘禁期問
は、法によって定められており、また、警察が、
この期間を超えて被疑者を再拘留することを望
む場合には、検察官の承諾が必要であるとした。
，また、拷問は、刑法第243条によって禁じられ
ており（上述パラグラフ24参照）、同法第135条
a項は、拷問もしくはいかなる他の形態の虐待
の行使の結果として行われたいかなる陳述も、
証拠能力を有しないと規定しているとしたので
ある。
80．申立人は、司法部による監督のない長期の
拘禁期間は、被拘禁者の保護のために提供され
る諸手段の欠如とともに、拷問の慣行を助長す
るものであると指摘した。このために・彼は・
拘禁の3日目および4日目に特に激しい拷問を
受け、それ以来、その傷を治すことを許すため
に拘禁されたというのである。また、この期間
を通じて、彼は、ずっと弁護士にも医者にも擾
見することを拒否された。さらに、彼は、尋問
中ずっと目かくしされており、このことは、彼
を虐待した者を推定できないことを意味するも
のであった。アムネスティ・インターナショナ
ルの報告書（1一トルコ：拒絶政策』、　1995年2月）、
および、ヨーロッパ拷問等禁止委員会ならびに
国際連合拷問等禁止委員会の各報告書（上述パ
ラグラフ46で引用）は、トルコの刑法典に含ま
れる人権保護手段は、いかなる場合にも不十分
なものであり、緊急事態下にある地域において
日常的に無視されていることを明らかにしたの
である。
81．ヨーロッパ人権委員会は、トルコの制度は、
被拘禁者に対して不十分な保護手段しか提供し
ていないこと、例えば、ヘイビァス・コーパス
の速やかな救済が存在せず、弁護士、医者、友
人、もしくは親族に接見するための法律上実行
可能な権利が存在しないように思われることを
考慮した。こうした状況のもとでは、トルコ南
東部における深刻なテロリストの脅威にもかか
わらず、裁判官または司法権を行使する他の官
権の面前に連行されることなく、申立人を少な
くとも14日間拘禁することを許してしまった措
L置は、政府の裁量の余地を超えるものであり、
事態の緊急性が真に必要とする限度内にあった
と言うことはできない。
82．人権裁判所は．上述のブラニガンおよびマ
クブライド［Brannigan　and　McBride］事件判
決（パラグラフ68で引用〉において、外界との
連絡を絶たれた拘禁および恣意的な活動に対す
る重要な保護措置を規定していた北アイルラン
　ドで実施中の実効的な人権保護手段が存在して
いたと確信した。例えばsヘイビアス・コーパ
スの救済が、最初の逮捕と拘禁の合法性を試す
ために利用可能であり、逮捕の時から48時問以
内に、弁護士に相談するための絶対的で法律上
実行可能な権利が存在し、また、被拘禁者は、
自らの拘禁について親族または友人に知らせ、
医者を利用する権利を与えられていた（前掲判
決、　pp，55－56，§62－63）。
83．しかし、それとは対照的に、人権裁判所は、
本件においては、不十分な人権保護手段しか申
立入には利用できず、申立人は、長期間にわた
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って拘禁されていたと判断する。特に、弁護士、
医者、親族、もしくは友人への接見の拒否とt
拘禁の合法性を試すために裁判所に連行される
現実的な可能性の欠如とは、申立人が、彼の身
柄を拘束している者のなすがままにされていた
1ことを意味していた。
84．人権裁判所は、｝・　］yコ南東部におけるテロ
リズムの疑いなく深刻な問題、ならびに、それ
に対する実効的な諸措殺をとる時に問題が直面
していた諸々の困難を考慮してきた。しかし、
人権裁判所は、事態の緊急性が、申立人を、テ
ロリスト犯罪への関与の嫌疑で、裁判官もしく
は他の司法官憲に接見することなく、14日問も
しくはそれ以上の期間にわたって拘禁すること
を必要としていたことを納得するものではな
い。
4．トルコの人権条約遵守義務からの免脱措置
が、人権条約第15条第3条の形式的要件に適
合していたかどうかに関して
85．トルコ共和国の条約遵守義務からの免脱の
通報（上述パラグラフ33参照）が、人権条約第
15条第3項の形式的要件、すなわち、人権条約
遵守義務からの免脱においてとられた諸々の措
楓、ならびにそのための理由を、ヨーロッパ審
議会事務総長に十分に通知し続けるという要件
に適合していたことは、当入権裁判所に出廷し
た者のいずれにも争いはなかった。
86．人権裁判所は，この問題を審理する権限を
有しており（参照、上述ローレス［Lawless］
事件判決、P．55，§22、ならびに、上述アイルラ
ンド対イギリス［lreland　v．　the　United
Kingdom］事件判決、　p．84，§223）、　とくに、
トルコの人権条約遵守義務からの免脱の通知
が、申立人に対して司法的監督なしに少なくと
も14日間にわたる拘禁を許した、本件で問題と
なっている措置について、人権条約第ユ5条第3
項の要件を満たすために、十分な情報を含んで
いたか否か関して、審理する権利を有してるの
である。しかし、争われている措置が事態の緊
急性が真に必要とする限度内にはなかったとの
認定のために、当入権裁判所は、この問題につ
いて決定するのは不必要であると判断するもの
である。
5．結　論
87．1結論として、当人権裁判所は、人権条約第
5条第3項違反が存在したと認定するものであ
る。
C．申し立てられた救済の欠如に関して
88．申立人は、人権裁判所第6条第ユ項に反し
て、裁判所の利用権を拒否された、と主張した。
同条は、関連する限りにおいて、以下のように
規定している：
　　“すべての者は、その民事上の権利の決定
　のため、…　　法律で設置された独立のかつ
　公平な裁判所により、合理的な期間内の公正
　な公開の審理を受ける権利を有する♂［参照、
　付属文書1］
　さらに、彼は、人権条約第13条に反して、そ
の利用可能な実効的な国内的救済が何ら存在し
なかったと主張した。同条は、以下のように規
定している：
　“この条約において定められている権利お
　よび自由を侵害されたすべての者は、公的資
、格で行動する者によりその侵害が行われた場
　合でも、国家機関のもとで実効的な救済を受
　けるものとする♂［参照、付属文書工］
89．政府は、申立人は、一度も訴訟を提起しよ
うとしなかったので、彼が裁判所の利用権を拒
否されていたと苦情を申し立てることはできな
いと反論した。さらに、政府は、先決的抗弁に
関連して論じた（上述パラグラフ41－45参照）
ようにs多くの利用可能な実効的救済が存在し
たと論じたのである。
90，申立人によれば、調査を開始しないという
検察官の決定が、彼が、補償を受けるための民
事上の権利を実行することを不可能にした（上
述パラグラフ48参照）。彼は、トルコの法律の
もとでは、事件に関する諸々の事実が立証され、
犯人が刑事訴追によって特定されるまでは、、民
事訴訟は、提起できないと意見付託した。また、
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こうしたことがなければ、民事訴訟は、勝訴す
る見込みはないというのである。さらに、彼は、
拷問に対する救済を求めることの可能性は、救
済を与えるのに必要な諸措置の単なる一部を意
味するにすぎないと述べた；すなわち、国家が、
補償を与えることによってだけで、その義務を
果たしたと主張することは承認できない。なぜ
なら、このことは、実際に、拷問に対する権利
に対して、諸々の国家が補償を支払うことを認
めるだけで済むことになるからである、という
のである。そして、彼は、その人権条約に基づ
く諸々の訴えに適合するのに必要な諸々の救済
は、理論上も、実際上も、実効的に作用しなか
ったと主張した（上述パラグラフ4647参照）。
9ユ．人権委員会は、それが、人権条約第26条に
基づいて、申立人に有利なように認定した（上
述パラグラフ50参照）のと同様の理由で、人権
条約第6条第1項の違反を認定した。この認定
により、人権委員会は、人権条約第13条に基づ
く申し立てを審理する必要はないと判断した。
1．人権条約第6条第1項について
92．当人権裁判所は、人権条約第6条第1項が、
いわゆる“裁判を受ける権利”を規定している
ことを想起するものである。この権利は、裁判
所を利用する権利、すなわち民事において裁判
所のもとで訴訟手続を開始する権利は、ひとつ
の方向を構成するものである（例えば参照、
1994年12月9日の聖修道院対ギリシア〔the
HoIy　Monasteries　v．　Greeceユ事件判決、　Series
Ano．　301－A，　pp、　36－37，§80＞。第6条bl　1項
が，国家の諸機関によって行われたと申し立て
られた虐待に関する補償についての民事上の主
張に適用されることは、疑問は存在しえない
（例えば、参照、上述パラグラフ61で引用した
トマシ［Tomasi］事件判決、　p．43，§121－122）。
93．人権裁判所は、申立人が、理論的には、虐
待に関して損害賠償を求める民事訴訟を提起す
ることができたことについて、申立人が争って
いなかったことを留意する。検察官が結果的に
刑事調査を行わなかったことが、実際には、申
立人が、民事訴訟に勝訴する機会を有しないこ
とになるものであったことを意味していたので
あると、彼は主張したのである（上述パラグラ
フ90参照）。しかし、当人権裁判所は、本件で
存在した諸々の特別の事情（上述パラグラフ57
参照）のゆえに、アクソイ氏が、民事裁判所に
申し立てを提起しようとさえしなかったことを
想起するものである。これらの事実に鑑みれば、
人権裁判所が、たとえ彼が申し立てをトルコの
民事裁判所に提起したとしても、トルコの民事
裁判所が、アクソイ氏の訴えを扱うことができ
たか否かについて決定することは不可能であ
　る。
　　いずれにせよ、人権裁判所は、申立人の訴え
に関して存在する難しい問題は、検察官が結果
的に刑事調査を行わなかったことに関連するも
のであることに注目するものである（上述パラ
グラフ90参照）。さらに、人権裁判所は、拷問
に対する補償を求めることの可能性は、救済を
与えるのに必要な諸措置の単なる一部を意味す
　るにすぎない、との申立入の主張（同様に上述
パラグラフ90参照）に留意する。
94．当人権裁判所の見解では、こうした背景に
ついて、人権条約違反に関して実効的救済を与
　えるための人権条約第13条に基づく国家のより
一般的な義務に関連して、こめ申し立てを考慮
㌔することがより適切である、と考えるものであ
　る。
2．人権条約第13条に関して
95．当人権裁判所は、たとえどのような態様で、
人権条約の諸々の権利および自由が各国の国内
法秩序においてたまたま保障されているもので
あるにせよ、人権条約第13条は、それらの権利
および自由の実質を実施するための各国の国内
的救済水準の利用可能性を保障しているのであ
るということに注目するものである。したがっ
て、たしかに諸々の締約国は人権条約第13条の
規定に基づく当該国の種々の義務に適合する方
法に関して一定の裁量を与えられてはいる（参
照、上述パラグラフ62で引用されたチャハル
〔Chahal〕事件判Sl　N　P、38，§145）けれども・
同条の効果は、権限を有する国家機関が、関連
する人権条約上の訴えの実質を処理するととも
に適切な救済を与えることを許すような、国内
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駒救済の提供を要請しているということになる
のである。同条に基づく義務の範囲は、人権条
約に基づく申し立て人の訴えの性質に依存する
ものであって、多様である（参照、上記引胴の
チャハル〔Chahal〕事件li三U決、　p39，§§150－
・151）。それにもかかわらず、人権条約第13条に
よって要請されている救済は、tとりわけ、国内
的救済を受ける権利の行使が、被告国の諸機関
の種々の行為もしくは職務怠慢によって不当に
妨げられてはならないという意味で、法律上も、
実際上も、”笑効的”なものでなければならな
いのである。
96．当人権裁判所は、串立入が国内的救済を尽
くす義務から免除される特別の諸事情が存在し
たという　（上述パラグラフ57における〉人権裁
判所の決定は、トルコ南東部においては種々の
救済が実効的なものではないという意味にみな
されるべきではない、ということを、まず明白
にするものである（参照、上述パラグラフ38で引
用したアクディバルほか［Akdival　and　Others］
事件判決、P、19，§77の準用）。
97．第2に、人権委員会と同様に、当人権裁判
所は、もし、被害者が、彼を支援し、必要な証
拠を収集しうる医者や弁護士や家族や友人たち
と接見できず、外界から孤立していたならば、
被害者が、警察による身柄拘束申に拷問を受け
たとの主張を立証するのは、極度に困難である、
という事実を裁判上留意するものである。さら
に、このように虐待された場合、個人は、しば
しば、訴えを遂行する能力もしくは意志が損な
われることになろう。
98．人権条約第3条のもとで保障されている権
利の性質は、入権条約笛13条に関して種々の含
蓄を有するものである。拷問の禁止の基本的重
要性（上述パラグラフ62参照）、ならびに拷問
の被害者のとくに傷つきやすい立場を考えあわ
せていれば、入権条約第13条は、国内制度のも
とで利用可能な他のすべての救済に不利を与え
ることなく、諸国家に、拷問の事件の徹底で実
効的な調査を実行するための義務を課している
のである。
　したがって、人権条約第13条に関しては、あ
る価人が国家機閣によって拷問を受けたと論証
可能な主張をしている場合には、H実効酌な救
済”の概念は、適切な場合には賠償金を支払う
ことに加えて、拷問に資任を有する者の特定と
処倒に尋くことを可能にし、申し立てた者にと
って、調査手続を実効的に利用しうる権利を含
むことを可能にする徹底的で実効的な調査を課
すものなのである。なるほど、例えば、拷問に
あたる行為が行われたと信ずるに足りる合理的
，な理由が存在する場合にはいつでも、“迅速か
つ公正な”調査を行う義務を課す1984年の拷問
および他の残虐な、非人道的なまたは品位を傷
つける取扱いまたは処罰に関する国際連合条約
の第12条に見られるような、明白な規定はヨー
ロッパ人権条約には存在しないことはたしかで
ある。しかし、当人権裁判所の見解では、この
ような要請は、人権条約第13条のもとでの“sc
効的な救済”の概念に黙示的に含まれているの
である（参llK上述パラグラフ62のゼーリンク
［Soeringユ事件判決、　pp．　34－35、§88の準用）。
99．実際、トルコの法律のもとで、検察官は、
調査を実行する義務のもとにおかれていた。し
かし、アクソイ氏が検察官に対して明白な主張
を行ったか否かはともかく、検察官が、その面
前に連行されたアクソイ氏が拷問を受けたこと
を示す認識可能な証拠を無視し（上述パラグラ
フ56参照）、何の調査も行わなかったのである。
そして、検察官が申立人の傷害を認識していた
にもかかわらず、何らかの行為がとられたこと
壷示す証拠は、当入権裁判所のちとにまったく
挙げられなかったのである。
　さらに、当人権裁判所の見解では、アクソイ
氏の事件の諸状況のもとでは、刑事上の犯罪を
調査する義務を有する国家公務員にようこのよ
うな態度は、存在していたかもしれないいかな
る他の救済手段の実効性も害されたに等しいの
である。
100．したがって、とくにいかなる調査も欠如
していたことに鑑み、当入権裁判所は、申立入
は、拷問を受けたとの主張に関して、実効的な
救済を拒絶された、と認定するものである。
　結論として、人権条約第13条違反は存在した。
D．申し立てられた入権条約第25条第董項違反
　に関して
「158－一
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101．申立人は、人権条約第25条第ユ項に反
して、彼の個入の請願権の侵害が存在したと主
張した。同条項は、以下のように規定してい
る：
　　“人権委員会は、この条約に定められた権
　利が締約国の一つによって侵害されたと主張
　する自然人、非政府組織または個入の集団か
　らヨーロッパ審議会事務総長に宛てた請願を
　受理することができる。ただし、苦情を申し
　立てられた締約国が、この請願を受理する入
　権委員会の権限を認めることを宣言している
　場合に限る。この宣言を行った締約国は、こ
　の権利の実効的な行使を決して妨げないこと
　を約束する♂［参照、付属文書1］
102．ここで、アクソイ氏が19　94年4月16日に
殺害されたことが想起されるべきである；彼の
代理人によれば、これは、彼が人権委員会に申
し立てを行うことに固執した直接の結果であ
る。申し立てによれば、彼は、人権委員会への
申し立てを撤回させるため死をもって脅迫され
ていたのであり、最後の脅迫は1994年4月14日
に電話で行われたとのことであった（上述パラ
グラフ22参照）。
103．しかし、政府は、個人の請願権に対する
いかなる妨害が存在したことも否定した。政府
は、アクソイ氏はP紅Kの派閥間の争いで恨み
を晴らすために殺害されたと意見付託し、人権
裁判所に対して、一人の被疑者が、彼の謀殺の
嫌疑で刑事訴追されていると述べたのである
（上述パラグラフ22参照〉。
ユ04．人権委員会は、彼の死亡、ならびに、そ
れがストラスブールへの彼の申し立てに関連し
ているという事実に、深い関心を寄せた。それ
にもかかわらず、人権委員会は、この主張の真
実性、あるいは殺害の責任に関して結論を形成
するのに必要な証拠を何も有しなかった。
105．当人権裁判所は、申立人あるいは潜在的
な申立人が、国家機関から、彼らの申し立てを
撤回するようもしくは加減するよう圧力をいか
なる形でも受けることなく、自由に人権委員会
に遍報できることこそが、人権条約第25条によ
って創設された個人の請願制度の実効的な運用
にとって最も重要なのである、ということを繰
り返し述べるものである（参照、上述パラグラ
フ38で引用したアクディバルほか［Akdivar
and　Others］　事f牛半咀決、　p．25，§105）。
106，しかし、たとえそうであったとしても、
人権委員会は、アクソイ氏の死亡が彼の申し立
てと関連を有していたことを示す証拠も、国家
機関が脅迫の形式を用いて彼の人権条約第25条
第1項に基づく権利を妨害した貴任を有するこ
とを示す証拠も、見出すことはできなかった。
そして、これに関連するいかなる薪たな証拠も、
人権裁判所に提出されなかった。
　それゆえ、人権裁判所はx人権条約第25条第
1項違反が存在したと認定することはできな
いo
E．申し立てられた入権条約に反する行政上の
慣行に関して
107．申立人は、さらに、人権裁判所に対して、
人権条約第3条、第5条第3項、第6条第ユ項、
第13条、ならびに第25条第1項の違反が、上級
の公的機関が黙認したトルコ南東部における慣
行の問題として存在したと決定するように求め
た。
108．申立人は、上（パラグラフ46）で引用し
’」 ｽ諸々の国際機関の報告書に言及したうえで、
警察の手による拷問がトルコでは広範に行われ
ており、これは長年にわたる事実であると主張
　した。そして、国家機関は、この問題を認識し
ていたが、勧告された種々の入権保護手段を実
施しようとしなかった、と論じた。
　　さらに、拷問ならびに他の人権侵害の被害者
たちは、人権条約第6条第1項および第13条に
反して、日常的に司法的救済の利用を拒否され
ており、また、もし、彼らが、ストラスブール
の諸機関に訴えを提起しようとするならば、嫌
がらせを受け、脅迫され、暴力を受けたのであ
り、これは、人権条約第25条第1項に反するも
のである、と論じた。
　最後に、国内法が、人権条約第5条第3項に
反して被疑者を長期間拘禁することを認めてい
ることを理由として、これは当該規定に反する
行政上の慣行の証拠である、と主張したのであ
る。
109．当人権裁判所は、人権委員会によって確
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かめられた1言iE三拠は、上記の人権条約諸規定に反
する何らかの行政上の慣行の存在に閃連する結
論に到達することを許すには不十分である、と
の見解を有するものである。
択の期日に適用可能な通貨交換比率に基づき）
42億8345万トルコ・リラに達するものである。
与・訴訟費用に関して
F．人椛条約第50条の串し立てに関して
110．人権条約第50条のもとでは、
　“締約国の法的機関または他の機関がとっ
　た決定または措置が、この条約から生ずる義
　務に全部または一部抵触することを人権裁判
　所が認定し、かつ、その締約国の国内法がこ
　の決定または措置の結果に対して部分的賠償
　がなされることしか認めていない場合には、
　人権裁判所の決定は、必要な場合には、被害
　当事者に対して正当な満足を与えなければな
　らない♂［参照、付属文書工］
111．申立人は、覚え雷：きにおいて、1663万5
千トルコ・リラの医療費からなる、金銭的損害
賠償、ならびに、（英貨で）40ポンドにのぼる
所得の損失の補償を求めた。
　さらに、彼は、2万5千ポンドの非金銭的損
害賠償を求めた。そして、彼は、この金額は、
人権裁判所が、行政上の慣行の存在を根拠とし
てより深刻な人権条約違反を認定した場合に
は、さらに2万5千ポンドが上乗せされるべき
であると主張した。
　彼は、また、合計2万710ポンドにのぼる訴
訟費用の支払いを求めた。
1工2．政府は、こうした主張に関して、自らの
覚え書きにおいても、人権裁判所のもとでの審
理の問においても、いかなる論評も行わなかっ
た。
114．当人権裁判所は、訴訟費用に関する申立
人の主張は妥当なものであり、当該主張にはま
だ考慮されていないヨーロッパ審議会からの法
律扶助として受領された金額を差し引いた金額
を支払うべきであると判断するものである。
c．債務不履行の場合の利息に関して
115．トルコ・リラで支払われる金額に関して
は、債務不履行の場合の利息は、人権裁判所が
入手可能な情報に従えば、本件判決の採択の期
日において、トルコで適用可能な法定利率であ
る年利30％で支払われるべきである。
　訴訟費用に関する支払いは英貨で行われるべ
きであるので、人権裁判所は、入手可能な情報
に従えば、本件判決の採択の期日においてイン
グランドおよびウェールズで適用可能な法定利
率である年利8％の利率で、この金額に関する
利息が支払われるのが適切であると判断するも
のである。
?
ユlt
ユ．8対1の投票で、国内的救済を尽くす原則
に関する先決的抗弁を却下する；
2．8対1の投票で、人権条約第3条違反が存
在したと決定する；
a．損害賠償に閲して
ll3．ゼキ・アクソイ氏が被った諸々の極度に
深刻な人権条約違反、ならびに、同氏の死後、
息子である同氏の申し立てを継続した父親（上
述パラグラフ3参照）に疑いなく生じさせた不
安と苦悩に鑑み、当人権裁判所は、金銭的損害
賠償および非金銭的損害賠償に関して求められ
たすべての補償を支払うべきことを決定するも
のである。総計では、これは、（本件判決の採
3．8対1の投票で、入権条約第5条第3項違
反が存在したと決定する；
4．8対1の投票で、人権条約第6条第1項に
基づく申立人の訴えを審魂する必要はないと
決定する；
5．8対1の投票で、人権条約第13条違反が
存在したと決定する；
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6．Ant員一一一致で、人権条約第25条第1項違反は
立証されなかったと決定する；
（ii）イギリス・ポンドで支払うべき金額
　に関しては、8％
7．8対1の投票で、以下のように決定する：
（a＞被告国は、3ヶ月以内に、金銭的損害
　　ならびに非金銭的損害の賠償に関して、
　　申立人に対して、42億8345万トルコ・リ
　　ラを支払うものとする；
（b）被告国は、3ヶ月以内に、訴訟費用に
　　関して、’申立人に対して、2万710ポンド
　　から、本件判決の言い渡しの期日におい
　　て適用可能な通貨交換比率でイギリス・
　　ポンドに換算される1万2515フランス・
　　フランを差し引いた金額を支払うものと
　　する；
（c）上記3ヶ月の満期の日から支払い完了
　　日までは、次の年利率の単利で支払うべ
　　きものとする：
　　（i）トルコ・リラで支払うべき金額に関
　　　しては、30％
　この判決は、英語ならびにフランス語で行わ
れ、1996年12月ユ8日に、ストラスプールの人権
の館での公開法廷で言い渡された。
署名：ロルブ・リスダル［Rolv　RYSSDAL］
　　　裁判長
署名：ヘルベルト・ペッツォルド［Herbert
　　　Petzold］
　　　書記
　人権条約第51条第2項、および人権裁判所規
則A第53条に従って、以下の飼別意見がこの判
決に付された：
（a）ド・メイヤー［de　Meyer］裁判官の部
　　分的反対意見；
（b）ゲルジュクリュ［Golcuklu］裁判官の
　　反対意見；
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